
第１回人権条例（仮称）検討委員会

議事(１) 人権をめぐる動き

資料１





１ 国及び本県の動向

国の動向

・1996(平成８)年 「人権の擁護に関する施策を推進するための法律」の制定

人権教育・啓発及び人権侵害の被害者救済に関する施策の

推進を国の責務と規定（～H14.3.25失効）

・1997(平成９)年 「『人権教育のための国連10年』に関する国内行動計画」の策定

・2000(平成12)年 「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」の制定

国や地方団体の責務を規定

・2002(平成14)年 「人権教育・啓発に関する基本計画」の策定

人権教育・啓発に関する施策の総合的・計画的な推進

・2016(平成28)年 個別法の制定

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（障害者差別解消法）

「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進

に関する法律」（ヘイトスピーチ解消法）

「部落差別の解消の推進に関する法律」（部落差別解消推進法）

本県の動向

・1999(平成11)年 「『人権教育のための国連10年』に関する鹿児島県行動計画」の策定

～2004(平成16)年

・2004(平成16)年 「鹿児島県人権教育・啓発基本計画」の策定

・同 年 「鹿児島県人権教育・啓発施策推進本部」の設置

・2018(平成30)年 県民意識調査の実施

（過去の実施状況：2003（平成15年），2013（平成25年））

・2020(令和２)年 「鹿児島県人権教育・啓発基本計画」の２次改定
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２ Ｈ30年度「人権についての県民意識調査」の主な結果

○ 調査目的 県民の人権に関する意識の現状を把握し，人権に関する
施策の方向性や内容を検討する上での基礎資料とするため
に実施。

○ 調査時期 平成30年８月

○ 調査対象 3,000 人

○ 有効回答 1,329 人

○ 有効回答率 44.3 ％

※ 回答結果は別添「人権についての県民意識調査（概要版）」参照

３ 人権相談の状況等

 人権相談の状況

（出典「人権侵犯事件の受理及び処理件数並びに人権相談件数に関する統計」鹿児島地方法務局管内）（単位：件）

区 分 令和２年 令和元年 平成30年

みんなの人権相談窓口 4,940 5,143 4,888

インターネット関連 93 52 85

（鹿児島地方法務局管内）（単位：件）

区 分 令和２年 令和元年 平成30年

子どもの人権１１０番 316 330 315

（鹿児島地方法務局管内）（単位：件）

区 分 令和２年 令和元年 平成30年

女性の人権ホットライン 246 227 252

（「県新型コロナウイルス感染症緊急人権相談窓口（R2.5～R2.8月実施）」）（単位：件）

区 分 令和２年 令和元年 平成30年

新型コロナウイルス感染症 89 － －

（新型コロナウイルス感染症に関する相談例）
・ 感染者の関係者への嫌がらせ
・ 県外移動者に対する施設の利用拒否
・ インターネット上でのデマの拡散
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 令和２年における「人権侵犯事件」の状況（概要）
（出典：「法務省の人権擁護機関の取組（令和２年における「人権侵犯事件」の状況（概要））」

・ 従業員に対するセクシュアル・ハラスメント

・ 小学校におけるいじめ

・ 精神障害のある者に対する不適切な対応

・ 部落差別（同和地区出身者であることを理由とする差別）

・ 外国人に対するサービスの利用拒否

・ 性自認を理由とする採用面接における差別的取扱

・ インターネット上のプライバシー侵害
(新型コロナウイルス感染者である旨の虚偽及び氏名の書き込み)

４ 人権条例制定の背景・理由

本県の人権施策は，令和２年に改定した「県人権教育・啓発基本計画」
に基づき様々な人権問題に関する取組を進めている。

【課 題】

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い，感染者や医療従事者
等に対する偏見・差別，誹謗中傷等が生じており，県民の人権意識の
醸成を図るための一層の取組

 人権の視点を踏まえた県の施策等を効果的に推進するための仕組み

 従来からの人権問題のほか，新たに発生，または顕在化した人権問
題にも包括的に対応できる体制

５ 包括的な人権条例制定により期待される効果

 人権に関する基本理念を示し人権に関する県民の理解を促進

 県，県民及び事業者の責務並びに市町村との協働を定め，県民，事
業者，市町村と一体となって人権が尊重される地域づくり

 県民や有識者等の意見を活かし，人権の視点を踏まえた県の施策等
の一層の推進

 新たに発生，または顕在化した人権問題への適切な対応
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